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１ はじめに

（１）統一的な基準による財務書類について

地方公共団体の会計制度は、予算の適正・確実な執行を図るという観点から、

確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用しています。

一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に果たす観点から、現金主

義会計では見えにくい減価償却費等のコスト情報や、資産・負債といったストッ

ク情報を開示する必要性がより一層高まっており、現金主義・単式簿記による予

算・決算制度を補完するものとして、発生主義・複式簿記による財務書類の作成

・開示が進められてきました。

さらには、地方公共団体間で固定資産台帳の整備状況にも差があるなど比較可

能性の確保に課題があったことから、総務省により、統一的な基準による財務書

類等を、原則として平成２７年度から平成２９年度までの３年間で全ての地方公

共団体で作成し、予算編成等に積極的に活用するよう要請され、全国的に推進さ

れてきました。

（２）本市の対応について

平成２７年度の財務書類までは、総務省方式改訂モデルにより作成していまし

たが、平成２８年度の財務書類からは、統一的な基準により作成しています。

なお、平成２８年度の財務書類については、期末一括仕訳によるものでしたが、

平成２９年度の財務書類からは、日々仕訳により作成しています。

・期末一括仕訳：１年分の会計伝票データを期末に一括して複式簿記の仕訳を

行う。

・日々仕訳：日々の会計伝票を起票する際に、その都度仕訳を行う。
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２ 財務書類の概要

（１）貸借対照表

貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態（資産・負債・純

資産の残高及び内訳）を表しています。

なお、貸借対照表右上の「負債」は将来世代の負担、右下の「純資産」は過去

又は現世代の負担と言い換えることができます。

（２）行政コスト計算書

行政コスト計算書は、１年間に市が負担した行政サービスに係る経費（「純行政

コスト」）の結果を表しています。

なお、この表で算定した「純行政コスト」は、次に説明する純資産変動計算書

上で純資産の減少要因として計上されます。

（３）純資産変動計算書

純資産変動計算書は、貸借対照表右下の「純資産」（資産形成に係る財源のうち、

過去又は現世代の負担）が、１年間でどのように増減したのかを表しています。

（４）資金収支計算書

資金収支計算書は、貸借対照表左側に計上された「現金預金」が、１年間でど

のように増減したのかを、３つの区分（「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財

務活動収支」）に分けて表しています。
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３ 財務書類の作成基準

総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年８月改訂）」に

より作成しました。

（１）対象とする会計等

連 結

全 体 ・渋川地区広域市町村圏振興整備組合

一般会計等 ・国民健康保険特別会計 ・烏帽子山植林組合

・一般会計 ・後期高齢者医療特別会計 ・群馬県市町村総合事務組合

・介護保険特別会計 ・群馬県市町村会館管理組合

・農産物直売事業特別会計 ・群馬県後期高齢者医療広域連合

・伊香保温泉観光施設事業特別会計 ・渋川市土地開発公社

・小野上温泉事業特別会計 ・公益財団法人渋川市まちづくり財団

・交流促進センター事業特別会計 ・子持産業振興株式会社

・水道事業会計

・下水道事業等会計

（２）基準日及び対象となる期間

貸借対照表については、令和４年３月３１日を基準日としています。

行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書については、令和３年

４月１日から令和４年３月３１日までを対象としています。

ただし、出納整理期間（令和４年４月１日から令和４年５月３１日まで）にお

ける出納は令和４年３月３１日までに終了したものとして処理しています。

（３）基礎数値

歳入歳出、歳計外現金データ及び各種原簿・台帳の数値を使用しました。

（４）貸借対照表上の流動・固定の区分

基準日の翌日から起算して１年以内に入金又は支払いの期限が到来するものを

流動資産・流動負債とし、１年を超えるものを固定資産・固定負債としています。

（５）行政コスト計算書上のコストの範囲

資産形成につながる支出及び地方債の返済支出を除いた現金支出に、減価償却

費・賞与等引当金繰入額・退職手当引当金繰入額などの非現金支出を加えたもの

となっています。
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４ 一般会計等貸借対照表
（令和 4年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 141,567,622 固定負債 36,675,451 

有形固定資産 132,806,713 地方債 31,292,824 
事業用資産 54,289,544 長期未払金 - 

土地 31,083,908 退職手当引当金 5,382,225 
立木竹 888,214 損失補償等引当金 402 
建物 56,108,800 その他 - 
建物減価償却累計額 △ 35,648,772 流動負債 3,594,596 
工作物 1,884,062 １年内償還予定地方債 3,219,147 
工作物減価償却累計額 △ 564,339 未払金 6,403 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 369,046 
航空機 - 預り金 0 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 40,270,047 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 537,671 固定資産等形成分 147,373,154 

インフラ資産 77,631,907 余剰分（不足分） △ 36,435,005 
土地 32,862,187 
建物 1,557,200 
建物減価償却累計額 △ 992,862 
工作物 155,739,450 
工作物減価償却累計額 △ 112,546,033 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 1,011,965 

物品 2,782,428 
物品減価償却累計額 △ 1,897,165 

無形固定資産 7,674 
ソフトウェア 7,674 
その他 - 

投資その他の資産 8,753,235 
投資及び出資金 1,093,945 

有価証券 85,422 
出資金 1,008,523 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 485,030 
長期貸付金 29,024 
基金 7,212,008 

減債基金 1,122,227 
その他 6,089,780 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 66,771 

流動資産 9,640,574 
現金預金 2,445,955 
未収金 1,392,527 
短期貸付金 9,717 
基金 5,795,815 

財政調整基金 5,795,815 
減債基金 - 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 3,440 110,938,150 

151,208,196 151,208,196 

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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〔附属資料〕①市民１人当たり一般会計等貸借対照表（令和4年3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,901,565 固定負債 492,631 

有形固定資産 1,783,887 地方債 420,331 
事業用資産 729,228 長期未払金 - 

土地 417,525 退職手当引当金 72,295 
立木竹 11,931 損失補償等引当金 5 
建物 753,664 その他 - 
建物減価償却累計額 △ 478,841 流動負債 48,283 
工作物 25,307 １年内償還予定地方債 43,240 
工作物減価償却累計額 △ 7,580 未払金 86 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 4,957 
航空機 - 預り金 0 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 540,914 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 7,222 固定資産等形成分 1,979,547 

インフラ資産 1,042,768 余剰分（不足分） △ 489,400 
土地 441,411 
建物 20,917 
建物減価償却累計額 △ 13,336 
工作物 2,091,923 
工作物減価償却累計額 △ 1,511,740 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 13,593 

物品 37,374 
物品減価償却累計額 △ 25,483 

無形固定資産 103 
ソフトウェア 103 
その他 - 

投資その他の資産 117,575 
投資及び出資金 14,694 

有価証券 1,147 
出資金 13,547 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 6,515 
長期貸付金 390 
基金 96,873 

減債基金 15,074 
その他 81,799 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 897 

流動資産 129,496 
現金預金 32,855 
未収金 18,705 
短期貸付金 131 
基金 77,851 

財政調整基金 77,851 
減債基金 - 

棚卸資産 - 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 46 1,490,147 

2,031,061 2,031,061 

住民基本台帳人口（令和4年3月31日現在）74,448人

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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②貸借対照表の主な項目の説明

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産   固定負債

    有形固定資産     地方債

      事業用資産     長期未払金

        土地     退職手当引当金

        立木竹     損失補償等引当金

        建物     その他

        建物減価償却累計額   流動負債

        工作物     １年内償還予定地方債

        工作物減価償却累計額     未払金

        船舶     未払費用

        船舶減価償却累計額     前受金

        浮標等     前受収益

        浮標等減価償却累計額     賞与等引当金

        航空機     預り金

        航空機減価償却累計額     その他

        その他 負債合計

        その他減価償却累計額 【純資産の部】

        建設仮勘定   固定資産等形成分

      インフラ資産   余剰分（不足分）

        土地

        建物

        建物減価償却累計額

        工作物

        工作物減価償却累計額

        その他

        その他減価償却累計額

        建設仮勘定

      物品

      物品減価償却累計額

    無形固定資産

      ソフトウェア

      その他

    投資その他の資産

      投資及び出資金

        有価証券

        出資金

        その他

      投資損失引当金

      長期延滞債権

      長期貸付金

      基金

        減債基金

        その他

      その他

      徴収不能引当金

  流動資産

    現金預金

    未収金

    短期貸付金

    基金

      財政調整基金

      減債基金

    棚卸資産

    その他

    徴収不能引当金 純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

・有形固定資産は、「事業用資産」、「イン

フラ資産」及び「物品」に分類して表示しま

す。

・事業用資産は、インフラ資産及び物品

以外の有形固定資産をいいます。

・インフラ資産は、システム又はネットワー

クの一部であること、性質が特殊なもの

であり代替的利用ができないこと、移動さ

せることができないことといった特徴の一

部又は全てを有するものであり、例えば

道路ネットワーク、下水処理システム等

が該当します。

・物品は、地方自治法第２３９条第１項に

規定するもので、原則として取得価額又

は見積価格が５０万円（美術品は３００万

円）以上の場合に資産として計上します。

・投資その他の資産は、「投資及び出資

金」、「投資損失引当金」、「長期延滞債権

」、「長期貸付金」、「基金」、「その他」及

び「徴収不能引当金」に分類して表示しま

す。

・出資金は、公有財産として管理されてい

る出資等をいいます。なお、出捐金は、自

治法第２３８条第１項第７号の「出資によ

る権利」に該当するため、出資金に含め

て計上します。

・長期延滞債権は、滞納繰越調定収入未

済の収益及び財源をいいます。

・長期貸付金は、自治法第２４０条第１項

に規定する債権である貸付金のうち、流

動資産に区分されるもの以外のものをい

います。

・基金は、固定資産と流動資産に分かれ

ますが、そのうち流動資産の減債基金に

ついては、翌年度に取り崩す予定の額を

計上します。

・流動資産は、「現金預金」、「未収金」、「

短期貸付金」、「基金」、「棚卸資産」、「そ

の他」及び「徴収不能引当金」に分類して

表示します。

・現金預金は、現金及び現金同等物から

構成されます。このうち、現金同等物は、

各地方公共団体が資金管理方針等で歳

計現金等の保管方法として定めた預金等

をいいます。なお、歳計外現金及びそれ

に対応する負債は、その残高を貸借対照

表に計上します。

・未収金は、現年調定現年収入未済の収

益及び財源をいいます。

・短期貸付金は、貸付金のうち、翌年度に

償還期限が到来するものをいいます。

・棚卸資産は、売却を目的として保有して

いる資産をいいます。

・固定負債は、「地方債」、「長期未払金」

、「退職手当引当金」、「損失補償等引当

金」及び「その他」に分類して表示します。

・地方債は、地方公共団体が発行した地

方債のうち、償還予定が１年超のものを

いいます。

・退職手当引当金は、当年度末に在職す

る職員全員が退職するものと仮定した場

合に必要な退職金の額を計上します。

・流動負債は、「１年内償還予定地方債」

、「未払金」、「未払費用」、「前受金」、「前

受収益」、「賞与等引当金」、「預り金」及

び「その他」に分類して表示します。

・１年内償還予定地方債は、地方公共団

体が発行した地方債のうち、１年以内に

償還予定のものをいいます。

・賞与等引当金は、基準日時点までの期

間に対応する期末手当・勤勉手当及び法

定福利費を計上します。

・預り金は、基準日時点において、第三者

から寄託された資産に係る見返負債をい

います。歳計外現金残高を含みます。

・固定資産等形成分は、資産形成のため

に充当した資源の蓄積をいい、原則とし

て金銭以外の形態（固定資産等）で保有

されます。言い換えれば、地方公共団体

が調達した資源を充当して資産形成を行

った場合、その資産の残高（減価償却累

計額の控除後）を意味します。

・余剰分（不足分）は、地方公共団体の費

消可能な資源の蓄積をいい、原則として

金銭の形態で保有されます。

・無形固定資産は、「ソフトウェア」及び「

その他」の表示科目を用います。「その他

」は、ソフトウェア以外の無形固定資産を

いいます。
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一般会計等貸借対照表の概要

資産

資産の総額は１，５１２億８１９万６千円であり、市民１人当たりでは約２０

３万円です。このうち、固定資産は１，４１５億６，７６２万２千円で、道路、

公園等の社会資本を中心とした有形固定資産は１，３２８億６７１万３千円で、

資産の８７．８３％を占めています。ソフトウェアを中心とした無形固定資産は

７６７万４千円、投資その他の資産は８７億５，３２３万５千円です。

また、流動資産は９６億４，０５７万４千円で、現金預金は２４億４，５９５

万５千円、基金は５７億９，５８１万５千円です。

なお、全国の都市における市民１人当たりの資産額の平均的な値は、１００万

円から３００万円のため、本市は平均的であると言えます。

負債

負債の総額は４０２億７，００４万７千円で、市民１人当たりでは約５４万円

です。このうち、地方債現在高は、固定負債の地方債と流動負債の１年内償還予

定地方債を合わせた３４５億１，１９７万１千円で、市民１人当たりでは約４６

万円です。

退職手当引当金は、令和３年度末に退職した職員を除く当該年度末の職員全員

が普通退職したと想定した場合の必要額で、５３億８，２２２万５千円となって

います。

なお、全国の都市における市民１人当たりの負債額の平均的な値は、３０万円

から１００万円のため、本市は平均的であると言えます。

純資産

純資産は資産と負債の差額です。負債が将来世代の負担であるのに対し、純資

産は現世代までの負担であると言えます。詳細については、「一般会計等純資産変

動計算書の概要」にて説明します。

貸借対照表から分かる指標の一つとして、有形固定資産減価償却率（資産老朽

化比率）（減価償却累計額÷取得価額等）があります。資産の取得後、どの程度老

朽化が進んでいるかを示していますが、本市の指標は６９．５％です。この指標

の平均的な値（３５％から５０％）を超過しており、また、前年度の値（６７．

８％）と比べて上昇していることから、施設の老朽化が進行していることが分か

ります。

また、純資産比率（純資産合計÷資産合計）は、将来世代の負担と現世代まで

の負担の割合を示しており、本市の指標は７３．４％です。平均的な値である５

０％から９０％の範囲内であるため、世代間の負担のバランスが取れた状態とな

っていることが分かります。
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５ 一般会計等行政コスト計算書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 36,277,078 

業務費用 18,512,739 

人件費 5,955,682 

職員給与費 4,269,871 

賞与等引当金繰入額 369,046 

退職手当引当金繰入額 392,176 

その他 924,589 

物件費等 11,091,328 

物件費 5,743,748 

維持補修費 618,892 

減価償却費 4,728,688 

その他 - 

その他の業務費用 1,465,729 

支払利息 133,315 

徴収不能引当金繰入額 66,771 

その他 1,265,643 

移転費用 17,764,339 

補助金等 8,965,578 

社会保障給付 6,453,375 

他会計への繰出金 2,333,998 

その他 11,387 

経常収益 981,705 

使用料及び手数料 269,319 

その他 712,387 

純経常行政コスト △ 35,295,373 

臨時損失 475,857 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 475,857 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 3,995 

資産売却益 3,995 

その他 - 

純行政コスト △ 35,767,236 

科目
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（単位：円）

金額

経常費用 487,281 

業務費用 248,667 

人件費 79,998 

職員給与費 57,354 

賞与等引当金繰入額 4,957 

退職手当引当金繰入額 5,268 

その他 12,419 

物件費等 148,981 

物件費 77,151 

維持補修費 8,313 

減価償却費 63,517 

その他 - 

その他の業務費用 19,688 

支払利息 1,791 

徴収不能引当金繰入額 897 

その他 17,000 

移転費用 238,614 

補助金等 120,427 

社会保障給付 86,683 

他会計への繰出金 31,351 

その他 153 

経常収益 13,187 

使用料及び手数料 3,618 

その他 9,569 

純経常行政コスト △ 474,094 

臨時損失 6,392 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 6,392 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 54 

資産売却益 54 

その他 - 

純行政コスト △ 480,432 

〔附属資料〕市民１人当たり一般会計等行政コスト計算書（令和3年4月1日～令和4年3月31日）

住民基本台帳人口（令和4年3月31日現在）74,448人

科目
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一般会計等行政コスト計算書の概要

行政コスト計算書は、１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの

収集にかかる費用など、資産形成につながらない行政コストを表示したものです。

令和３年度の一般会計等の経常費用は、３６２億７，７０７万８千円で、市民

１人当たりでは約４９万円です。業務費用は１８５億１，２７３万９千円で、市

民１人当たりでは約２５万円です。このうち、人件費は５９億５，５６８万２千

円で、物件費等は１１０億９，１３２万８千円となっています。補助金等、社会

保障給付などの移転費用は、１７７億６，４３３万９千円で、市民１人当たりで

は約２４万円です。

経常収益は９億８，１７０万５千円で、市民１人当たりでは約１万円です。こ

のうち使用料及び手数料は２億６，９３１万９千円です。また、その他は７億１，

２３８万７千円となっています。

経常費用を経常収益から差し引いた純経常行政コストは、行政サービス提供に

かかったコストから利用者の負担を差し引いた純粋なコストを示します。

令和３年度の純経常行政コストは３５２億９，５３７万３千円で、市民１人当

たりでは約４７万円です。

また、臨時損失は４億７，５８５万７千円、臨時利益は３９９万５千円となっ

ており、純経常行政コストからこれらを加減した純行政コストは３５７億６，７

２３万６千円で、市民１人当たりでは約４８万円です。

市民１人当たりの行政コストについては、地方公共団体の人口や面積、行政権

能等により異なるため、一概に他団体と比較するのではなく、総合的に類似した

団体と比較すべきことに留意する必要があります。

行政コスト計算書を用いた指標の一つとして、受益者負担割合（経常収益÷経

常費用）があります。本市の指標は２．７％です。平均的な値である２％から８

％の範囲内にあります。今後も、業務の効率的な運営による経費節減の徹底をす

るとともに、維持管理費や運営費に見合った適正かつ公平な負担について検討す

る必要があります。
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６ 一般会計等純資産変動計算書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 111,621,092 149,319,796 △ 37,698,704 

純行政コスト（△） △ 35,767,236 △ 35,767,236 

財源 34,570,214 34,570,214 

税収等 23,456,164 23,456,164 

国県等補助金 11,114,050 11,114,050 

本年度差額 △ 1,197,022 △ 1,197,022 

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,460,721 2,460,721 

有形固定資産等の増加 1,405,123 △ 1,405,123 

有形固定資産等の減少 △ 5,548,245 5,548,245 

貸付金・基金等の増加 3,570,087 △ 3,570,087 

貸付金・基金等の減少 △ 1,887,686 1,887,686 

資産評価差額 2,792 2,792 

無償所管換等 511,288 511,288 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 △ 682,942 △ 1,946,642 1,263,699 

本年度末純資産残高 110,938,150 147,373,154 △ 36,435,005 

科目 合計
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一般会計等純資産変動計算書の概要

純資産変動計算書は、純資産が１年間でどのような要因で増減したかを、純行

政コスト、財源、固定資産等の変動、資産評価差額、無償所管換等、その他に区

分したものです。

純行政コスト

行政コスト計算書で算出した純行政コストと連動しており、３５７億６，７２

３万６千円の減少となっています。

財源

税収等及び国県等補助金に分類して表示します。税収等は、地方税、地方交付

税及び地方譲与税等のことで、２３４億５，６１６万４千円の増加となっていま

す。国県等補助金は、１１１億１，４０５万円の増加となっています。

本年度差額

財源から純行政コストを差し引いた本年度差額は、１１億９，７０２万２千円

の減少となっており、純資産残高の減少要因となります。

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加、有形固定資産等の減少、貸付金・基金等の増加、貸付

金・基金等の減少に分類して表示します。有形固定資産等については、１４億５

１２万３千円増加し、５５億４，８２４万５千円減少しています。貸付金・基金

等については、３５億７，００８万７千円増加し、１８億８，７６８万６千円減

少しています。

資産評価差額

有価証券等の評価差額のことで、２７９万２千円増加しています。

無償所管換等

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額、固定資産台帳の精査の結果に基づ

く修正額等のことで、５億１，１２８万８千円増加しています。

その他

上記以外の純資産及びその内部構成の変動のことで、令和３年度では変動があ

りません。

以上の結果、本年度末純資産残高は１，１０９億３，８１５万円となり、前年

度末純資産残高１，１１６億２，１０９万２千円と比べ６億８，２９４万２千円

の減少となっています。

純資産の減少は、現世代が将来世代も利用可能な資源を消費し便益を享受した

ことを意味するため、その分の負担を将来世代が負うことになります。
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７ 一般会計等資金収支計算書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 30,459,798 

業務費用支出 12,695,348 

人件費支出 6,079,651 

物件費等支出 6,318,482 

支払利息支出 133,315 

その他の支出 163,899 

移転費用支出 17,764,450 

補助金等支出 8,965,578 

社会保障給付支出 6,453,487 

他会計への繰出支出 2,333,998 

その他の支出 11,387 

業務収入 32,042,761 

税収等収入 23,557,099 

国県等補助金収入 7,522,723 

使用料及び手数料収入 270,148 

その他の収入 692,791 

臨時支出 - 

災害復旧事業費支出 - 

その他の支出 - 

臨時収入 2,041,596 

業務活動収支 3,624,559 

【投資活動収支】

投資活動支出 4,024,276 

公共施設等整備費支出 1,161,886 

基金積立金支出 2,470,688 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 391,701 

その他の支出 - 

投資活動収入 1,440,303 

国県等補助金収入 270,052 

基金取崩収入 718,839 

貸付金元金回収収入 399,186 

資産売却収入 52,226 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 2,583,972 

【財務活動収支】

財務活動支出 3,051,816 

地方債償還支出 3,051,816 

その他の支出 - 

財務活動収入 2,570,900 

地方債発行収入 2,570,900 

その他の収入 - 

財務活動収支 △ 480,916 

本年度資金収支額 559,671 

前年度末資金残高 1,886,285 

本年度末資金残高 2,445,955 

前年度末歳計外現金残高 257,950 

本年度歳計外現金増減額 △ 257,950 

本年度末歳計外現金残高 0 

本年度末現金預金残高 2,445,955 

科目
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一般会計等資金収支計算書の概要

業務活動収支

地方公共団体の経常的な行政活動による資金収支を示す「業務活動収支」では、

３６億２，４５５万９千円（収入：３４０億８，４３５万７千円、支出：３０４

億５，９７９万８千円）資金が増加しています。

投資活動収支

公共資産整備に伴う支出と当該支出に充当した特定財源等を計上する「投資活

動収支」では、２５億８，３９７万２千円（収入：１４億４，０３０万３千円、

支出：４０億２，４２７万６千円）資金が減少しています。

財務活動収支

地方債の元金償還や借入等に係る収支を計上する「財務活動収支」では、４億

８，０９１万６千円（収入：２５億７，０９０万円、支出：３０億５，１８１万

６千円）資金が減少しています。

以上の結果、本年度資金収支額は５億５，９６７万１千円の増加となり、本年

度末資金残高は２４億４，５９５万５千円となりました。

なお、資金に歳計外現金を加えた本年度末現金預金残高は２４億４，５９５万

５千円となりました。

基礎的財政収支

基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、資金収支計算書上の業務活動収

支（支払利息支出を除く。）と投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を

除く。）の合算額により算出します。これは、地方債等の元利償還額を除いた歳出

と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となり、バランスが均

衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する

地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営であると言えます。

本市の令和３年度の基礎的財政収支は、約２９億円の黒字となりました。

今後も持続可能な財政運営を行うために、地方債発行額と償還額のバランスを

保ちながら、基礎的財政収支の黒字を継続する必要があります。
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８ 本市の財務の特徴

本市の純資産比率は、昨年度よりわずかに増加し、現存する資産に対する将来

世代の負担割合が減少しましたが、昨年度同様、将来世代の負担と現世代までの

負担割合は平均的であると言えます。

受益者負担割合は、昨年度より減少しました。維持管理や運営費に見合った適

正かつ公平な負担について検討する必要があります。

純資産変動計算書における本年度差額は、昨年度に引き続き、負の値となって

おり、純資産残高の減少要因となっています。本年度差額が負の値のまま推移す

ると純資産残高を減少させ、結果として将来世代への負担が大きくなります。こ

のため、経常経費の抑制、経費に見合った受益者負担による純行政コストの削減

や、市税等の財源確保に努め、純資産変動計算書における本年度差額の改善を図

る必要があります。

さらに、有形固定資産の老朽化の程度を示す有形固定資産減価償却率について

は、昨年度の指標と比べて上昇しており、資産の老朽化が進行しています。この

ため、公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画に基づき、施設の更新のた

めの投資や、老朽化した施設の解体及び譲渡を進めていく必要があります。

基礎的財政収支は黒字となりました。今後も持続可能な財政運営を行うために、

市債発行額と償還額のバランスを保ちながら、基礎的財政収支の黒字を継続する

必要があります。
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連
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馬

県
勤

労
福

祉
セ

ン
タ

ー
1,
60
0

28
4,
72
8

17
,8
9
9

2
66
,8
29

1
,6
00

1,
60
0

合
計

10
4,
75
9

2
5,
80
3,
11
3,
51
6

25
,3
7
0,
85
7,
8
17

43
2,
25
5,
69
9

1
04
,7
59

10
4,
75
9
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④
基

金
の

明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

(
貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(
参
考
)
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

渋
川
市
財
政
調
整
基
金

5
,
7
6
5
,
8
3
3

2
9
,
9
8
2

0
0

5
,
7
9
5
,
8
1
5

5
,
7
9
5
,
8
1
5

渋
川
市
減
債
基
金
（
固
定
）

1
,
1
2
2
,
2
2
7

0
0

0
1
,
1
2
2
,
2
2
7

渋
川
市
減
債
基
金
（
流
動
）

0
0

0
0

0

渋
川
市
土
地
開
発
基
金

9
5
0
,
2
3
6

0
2
3
3
,
7
6
4

0
1
,
1
8
4
,
0
0
0

1
,
1
8
4
,
0
0
0

渋
川
市
福
祉
事
業
基
金

2
4
3
,
6
9
8

0
0

0
2
4
3
,
6
9
8

2
4
3
,
6
9
8

渋
川
市
ふ
る
さ
と
創
生
基
金

2
3
1
,
0
7
6

0
0

0
2
3
1
,
0
7
6

2
3
1
,
0
7
6

渋
川
市
国
際
交
流
基
金

1
,
3
5
3

9
9
,
9
4
0

0
0

1
0
1
,
2
9
3

1
0
1
,
2
9
3

渋
川
市
芸
術
文
化
振
興
基
金

6
4
7

0
0

0
6
4
7

6
4
7

渋
川
市
立
金
島
小
学
校
石
川
基
金

8
,
1
7
8

0
0

0
8
,
1
7
8

8
,
1
7
8

渋
川
市
立
伊
香
保
小
学
校
及
び
伊
香
保
中
学
校
石
段
文
庫
基
金

1
8
,
7
3
5

0
0

0
1
8
,
7
3
5

1
8
,
7
3
5

渋
川
市
図
書
館
資
料
基
金

4
,
9
5
0

0
0

0
4
,
9
5
0

4
,
9
5
0

渋
川
市
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金

1
4
,
3
3
6

0
0

0
1
4
,
3
3
6

1
4
,
3
3
6

渋
川
市
伊
香
保
温
泉
郷
土
芸
能
育
成
基
金

9
,
5
0
8

0
0

0
9
,
5
0
8

9
,
5
0
8

渋
川
市
敷
島
温
泉
開
発
総
合
整
備
基
金

3
,
4
3
5

0
0

0
3
,
4
3
5

3
,
4
3
5

渋
川
市
Ｄ
５
１
蒸
気
機
関
車
維
持
管
理
基
金

4
0
0

0
0

0
4
0
0

4
0
0

渋
川
市
小
野
上
地
区
農
業
用
水
等
渇
水
対
策
施
設
維
持
管
理
基
金

3
1
,
6
2
8

5
6
9
,
5
9
8

0
0

6
0
1
,
2
2
6

6
0
1
,
2
2
6

渋
川
市
地
域
振
興
基
金

2
,
3
1
0
,
5
5
9

4
9
9
,
9
0
0

0
0

2
,
8
1
0
,
4
5
9

2
,
8
1
0
,
4
5
9

渋
川
市
庁
舎
建
設
基
金

7
0
2
,
7
5
2

0
0

0
7
0
2
,
7
5
2

7
0
2
,
7
5
2

渋
川
市
こ
ど
も
夢
基
金

7
1
,
5
1
6

0
0

0
7
1
,
5
1
6

7
1
,
5
1
6

渋
川
市
立
古
巻
中
学
校
山
口
基
金

3
,
2
3
6

0
0

0
3
,
2
3
6

3
,
2
3
6

渋
川
市
ふ
る
さ
と
文
化
基
金

3
5
,
3
4
5

0
0

0
3
5
,
3
4
5

3
5
,
3
4
5

渋
川
市
森
林
環
境
譲
与
税
基
金

3
8
,
9
2
5

0
0

0
3
8
,
9
2
5

3
8
,
9
2
5

渋
川
市
学
校
教
育
施
設
整
備
基
金

1
,
0
6
7

0
0

0
1
,
0
6
7

1
,
0
6
7

渋
川
市
図
書
館
堀
口
基
金

5
,
0
0
0

0
0

0
5
,
0
0
0

5
,
0
0
0

合
計

1
1
,
5
7
4
,
6
3
9

1
,
1
9
9
,
4
2
0

2
3
3
,
7
6
4

0
1
3
,
0
0
7
,
8
2
3

1
3
,
0
0
7
,
8
2
3

1
,
1
2
2
,
2
2
7
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⑤
貸

付
金

の
明

細
(
単

位
：

千
円

)

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

教
育

関
係

貸
付

金
29
,0
2
4

0
9
,0
1
7

0
3
8,
0
41

そ
の

他
貸

付
金

0
0

7
00

0
70
0

29
,0
2
4

0
9
,7
1
7

0
3
8,
7
41

⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

【
貸

付
金

】

貸
付

金
元

金
10
6,
0
02

14
,5
9
3

小
計

10
6,
0
02

14
,5
9
3

【
未

収
金

】

地
方

税
30
9,
7
07

42
,6
3
5

そ
の

他
（

使
用

料
等

）
69
,3
2
1

9,
54
3

小
計

37
9,
0
28

52
,1
7
8

合
計

48
5,
0
30

66
,7
7
1

⑦
未

収
金

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

能
引

当
金

計
上

額

【
貸

付
金

】

貸
付

金
元

金
59
0

18

小
計

59
0

18

【
未

収
金

】

地
方

税
99
,8
8
4

3,
04
8

そ
の

他
（

使
用

料
等

）
1,
29
2
,0
53

37
4

小
計

1,
39
1
,9
37

3,
42
2

合
計

1,
39
2
,5
27

3,
44
0

合
計

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
（

参
考

）
貸

付
金

計
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⑧
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
1
年
内

償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

一
般
公
共
事
業

83
6
,4
34

81
,0
87

44
0,
6
86

20
5
,8
07

0
18
9,
9
41

0
0

0
0

公
営
住
宅
建
設

63
,
71
2

6,
71
4

41
,4
1
2

0
0

22
,3
0
0

0
0

0
0

災
害
復
旧

80
7
,2
96

68
,9
76

1
2,
50
0

50
1
,8
46

0
27
6,
0
00

0
0

0
16
,9
5
0

教
育
・
福
祉
施
設

1,
1
44
,0
71

10
7
,2
12

46
3,
72
1

0
2,
25
0

54
7,
90
0

0
0

0
13
0,
2
00

一
般
単
独
事
業

14
,
17
0,
38
5

1,
34
7,
81
5

46
,5
43

1,
79
4,
36
4

1,
7
90
,7
0
6

9
,5
47
,
64
3

0
0

0
9
91
,1
28

そ
の
他

18
0
,8
00

0
18
0,
8
00

0
0

0
0

0
0

0

【
特
別
分
】

臨
時
財
政
対
策
債

16
,
30
2,
80
0

1,
49
7,
06
3

14
,4
0
8,
29
6

1,
88
5,
80
4

8
,7
00

0
0

0
0

0

減
税
補
て
ん
債

94
,
42
1

3
5,
04
1

94
,4
2
1

0
0

0
0

0
0

0

減
収
補
て
ん
債

19
1
,1
00

0
19
1,
1
00

0
0

0
0

0
0

0

退
職
手
当
債

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の
他

72
0
,9
51

75
,2
39

32
8,
1
59

22
6
,1
42

0
16
6,
6
50

0
0

0
0

合
計

34
,
51
1,
97
1

3,
21
9,
14
7

16
,2
0
7,
64
0

4,
61
3,
96
3

1,
8
01
,6
5
6

10
,7
5
0,
43
4

0
0

0
1,
13
8
,2
78

⑨
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

1
.
5
％
以
下

1
.
5
％
超

2
.
0
％
以
下

2
.
0
％
超

2
.
5
％
以
下

2
.
5
％
超

3
.
0
％
以
下

3
.
0
％
超

3
.
5
％
以
下

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

4
.
0
％
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

34
,
51
1,
97
1

34
,
12
5,
4
82

38
6,
48
9

0
0

0
0

0
0
.3
6%

⑩
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

34
,
51
1,
97
1

3,
21
9,
14
7

3,
34
4,
05
0

3,
38
0,
86
3

3,
36
0,
82
3

3,
24
4,
73
0

12
,2
7
8,
69
4

4,
78
8,
67
7

89
4,
98
7

0

地
方
債
残
高

地
方
債
残
高

種
類

市
場
公
募
債

そ
の
他

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関

- 22 -



⑪
引
当
金
の
明
細

(
単
位
：
千
円
)

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
（
固
定
資
産
）

63
,2
75

66
,7
7
1

63
,
27
5

0
6
6,
77
1

徴
収
不
能
引
当
金
（
流
動
資
産
）

6,
33
8

0
2,
89
7

0
3
,4
40

投
資
損
失
引
当
金

0
0

0
0

0

退
職
手
当
引
当
金

5,
45
5,
4
16

46
5,
36
7

53
8,
55
8

0
5
,3
82
,
22
5

損
失
補
償
等
引
当
金

10
,5
71

0
10
,1
6
9

0
4
02

賞
与
等
引
当
金

41
9,
82
4

36
9,
0
46

41
9
,8
24

0
3
69
,0
4
6

合
計

5,
95
5,
4
23

90
1,
18
4

1,
0
34
,7
2
3

0
5
,8
21
,
88
4

本
年
度
減
少
額

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高
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（
２
）
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

①
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
建
設
費
償
還
金
補
助
金

4
,
1
0
0

土
地
改
良
施
設
維
持
管
理
適
正
化
事
業
補
助
金

9
0
3

林
業
事
業
補
助
金

2
,
8
4
3

計
7
,
8
4
6

渋
川
地
区
広
域
市
町
村
圏
振
興
整
備
組
合
負
担
金

渋
川
地
区
広
域
市
町
村
圏
振
興
整
備
組
合

1
,
7
2
5
,
1
2
2

社
会
福
祉
協
議
会
交
付
金

（
社
福
）
渋
川
市
社
会
福
祉
協
議
会

1
4
9
,
0
4
2

人
事
管
理
費
補
助
金
等

4
7
7
,
0
7
8

企
画
費
補
助
金
等

1
5
3
,
1
5
5

交
通
政
策
費
補
助
金
等

2
5
7
,
5
6
9

国
保
年
金
費
補
助
金
等

9
7
5
,
1
5
1

児
童
保
育
運
営
費
補
助
金
等

4
9
3
,
6
2
8

農
業
振
興
費
補
助
金
等

3
2
,
0
5
3

農
地
費
補
助
金
等

2
0
4
,
1
3
3

商
工
振
興
費
補
助
金
等

6
2
4
,
8
5
5

観
光
費
補
助
金
等

2
6
5
,
2
9
6

建
築
指
導
費
補
助
金
等

1
0
,
6
9
2

そ
の
他

3
,
5
8
9
,
9
6
0

計
8
,
9
5
7
,
7
3
2

合
計

8
,
9
6
5
,
5
7
8

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

そ
の
他
の
補
助
金
等
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（
３
）
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

①
財
源
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

会
計

区
分

金
額

市
税

10
,9
50
,
03
3

地
方
交
付
税

8,
88
6,
2
68

地
方
譲
与
税

49
1,
99
5

分
担
金
及
び
負
担
金

43
,9
91

他
会
計
か
ら
の
繰
入
金

12
7,
52
3

そ
の
他

2,
95
6,
3
54

小
計

23
,4
56
,
16
4

国
庫
支
出
金

35
6,
67
3

県
支
出
金

25
,6
01

計
38
2,
27
4

国
庫
支
出
金

7,
94
8,
6
60

県
支
出
金

2,
78
3,
1
16

計
10
,7
31
,
77
6

小
計

11
,1
14
,
05
0

合
計

34
,5
70
,
21
4

財
源
の
内
容

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

一
般
会
計

税
収
等

国
県
等
補
助
金
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②
財
源
情
報
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

35
,3
67
,
78
7

10
,
73
1,
7
76

1,
72
9
,5
01

16
,8
73
,
97
1

6,
03
2
,5
39

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

1,
40
5,
1
23

38
2,
2
74

60
3
,8
99

4
18
,
95
0

0

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

3,
96
9,
5
36

0
23
7
,5
00

3,
73
2,
0
36

0

そ
の
他

0
0

0
0

0

合
計

40
,7
42
,
44
5

11
,
11
4,
0
50

2,
57
0
,9
00

21
,0
24
,
95
7

6
,0
3
2,
53
9

（
４
）
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

①
資
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

本
年
度
末
残
高

現
金

2,
24
3

要
求
払
預
金

2,
44
3,
7
12

合
計

2,
44
5,
9
55

内
訳

区
分

金
額
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10 一般会計等財務書類に係る注記

（１）重要な会計方針

① 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産･････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

（ア）昭和59年度以前に取得したもの･･･････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

（イ）昭和60年度以後以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円と

しています。

イ 無形固定資産･････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････再調達原価

② 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券 該当なし

イ 満期保有目的以外の有価証券

（ア）市場価格のあるもの････････････････会計年度末における市場価格

（イ）市場価格のないもの････････････････取得原価

ウ 出資金

（ア）市場価格のあるもの････････････････会計年度末における市場価格

（イ）市場価格のないもの････････････････出資金額

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 該当なし

④ 有形固定資産等の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

・建物 10年～50年

・工作物 10年～50年

・物品 ３年～20年

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･････定額法

ウ リース資産

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･自己保有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法
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⑤ 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

・未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。

・長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不

能見込額を計上しています。

イ 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対

し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金

額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上して

います。

ウ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額

を計上しています。

エ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利

費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計

上しています。

⑥ リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリー

ス取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除

きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（イ）（ア）以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑦ 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（本市資金管理方針にお

いて、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する

資金の受払いを含んでいます。

⑧ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の

場合に資産として計上しています。
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ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

（２）重要な会計方針の変更等

① 会計方針の変更 該当なし

② 表示方法の変更 該当なし

③ 資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当なし

（３）重要な後発事象

① 主要な業務の改廃 該当なし

② 組織・機構の大幅な変更 該当なし

③ 地方財政制度の大幅な改正 該当なし

④ 重大な災害等の発生 該当なし

（４）偶発債務

① 保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体(会計)の金融機関等からの借入債務に対し保証を行っています。

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

団体（会計）名 確定債務額 総額
損失補償等引当金 貸借対照表

計上額 未計上額

渋川広域森林組合 － 千円 402千円 3,615千円 4,017千円

計 － 千円 402千円 3,615千円 4,017千円

② 係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

ア 前橋地裁令和２年（ワ）第４１８号

国家賠償請求事件 ８２７万３９３４円

イ 東京地裁令和４年（ワ）第４６７６号

著作権確認及び使用差止め等請求事件 １００万円

（５）追加情報

① 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

ア 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計

イ 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計にお

いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって
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会計年度末の計数としています。

ウ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合が

あります。

エ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況

は、次のとおりです。

・実質赤字比率 －％

・連結実質赤字比率 －％

・実質公債費比率 4.4％

・将来負担比率 22.2％

オ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 該当なし

カ 繰越事業に係る将来の支出予定額

・継続費逓次繰越額 65,720千円

・繰越明許費繰越額 73,047千円

キ 過年度修正等に関する事項 該当なし

② 貸借対照表に係る事項

ア 売却可能資産の範囲及び内訳は次のとおりです。

・範囲 一般会計

・内訳 事業用資産 43,872千円（土地 43,872千円）

イ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要

素は、次のとおりです。

・標準財政規模 22,036,624千円

・元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 3,456,060千円

・将来負担額 58,068,854千円

・充当可能基金額 11,892,494千円

・特定財源見込額 3,652,117千円

・地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 38,397,926千円

ウ PFI事業に係る資産 該当なし

③ 行政コスト計算書に係る事項 該当なし

④ 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

ア 固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上

しています。

イ 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上していま

す。

⑤ 資金収支計算書に係る事項
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ア 基礎的財政収支 2,925,751千円

イ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額

の内訳

・資金収支計算書の業務活動収支 △3,624,559 千円

・投資活動収入の国県等補助金収入△4,270,052 千円

・未収債権、未払債務等の増減 △4,326,900 千円

・減価償却費 △4,728,688 千円

・賞与等引当金繰入額 369,046 千円

・徴収不能引当金繰入額 66,771 千円

・資産除売却損 4, △475,857 千円

・資産売却益 △4,723,995 千円

・純資産変動計算書の本年度差額 △1,197,022 千円

ウ 一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

・一時借入金の限度額 3,000,000千円

・一時借入金に係る利子額 該当なし

エ 重要な非資金取引 該当なし

- 31 -



11 全体貸借対照表
（令和 4年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 203,270,729 固定負債 80,249,212 

有形固定資産 193,525,874 地方債等 53,131,274 
事業用資産 55,595,532 長期未払金 - 

土地 31,421,918 退職手当引当金 5,382,225 
立木竹 888,214 損失補償等引当金 402 
建物 58,434,002 その他 21,735,310 
建物減価償却累計額 △ 37,039,616 流動負債 6,540,201 
工作物 1,925,406 １年内償還予定地方債等 5,230,197 
工作物減価償却累計額 △ 572,063 未払金 889,613 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 14,562 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 405,830 
航空機 - 預り金 0 
航空機減価償却累計額 - その他 - 
その他 - 86,789,412 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 537,671 固定資産等形成分 211,005,156 

インフラ資産 133,451,251 余剰分（不足分） △ 80,355,435 
土地 35,235,285 
建物 6,616,083 
建物減価償却累計額 △ 1,940,058 
工作物 220,665,583 
工作物減価償却累計額 △ 128,417,334 
その他 13,963 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 1,277,729 

物品 11,199,311 
物品減価償却累計額 △ 6,720,220 

無形固定資産 771,719 
ソフトウェア 7,674 
その他 764,046 

投資その他の資産 8,973,136 
投資及び出資金 1,093,945 

有価証券 85,422 
出資金 1,008,523 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 772,895 
長期貸付金 31,421 
基金 7,212,008 

減債基金 1,122,227 
その他 6,089,780 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 137,133 

流動資産 14,168,404 
現金預金 4,417,728 
未収金 2,014,021 
短期貸付金 9,717 
基金 7,724,710 

財政調整基金 7,724,710 
減債基金 - 

棚卸資産 7,697 
その他 1,662 
徴収不能引当金 △ 7,131 

繰延資産 - 130,649,721 

217,439,133 217,439,133 

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計
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12 全体行政コスト計算書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 55,545,485 

業務費用 23,529,834 

人件費 6,395,780 

職員給与費 4,582,575 

賞与等引当金繰入額 400,765 

退職手当引当金繰入額 392,176 

その他 1,020,264 

物件費等 14,927,180 

物件費 7,105,712 

維持補修費 788,218 

減価償却費 7,029,515 

その他 3,734 

その他の業務費用 2,206,874 

支払利息 495,593 

徴収不能引当金繰入額 136,315 

その他 1,574,966 

移転費用 32,015,651 

補助金等 10,875,227 

社会保障給付 21,119,869 

他会計への繰出金 - 

その他 20,555 

経常収益 3,407,257 

使用料及び手数料 2,450,579 

その他 956,678 

純経常行政コスト 52,138,228 

臨時損失 505,916 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 500,779 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 5,136 

臨時利益 22,347 

資産売却益 3,995 

その他 18,352 

純行政コスト 52,621,798 

科目
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13 全体純資産変動計算書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 130,754,644 213,441,008 △ 82,686,364 

純行政コスト（△） △ 52,621,798 △ 52,621,798 

財源 51,599,471 51,599,471 

税収等 30,606,532 30,606,532 

国県等補助金 20,992,938 20,992,938 

本年度差額 △ 1,022,327 △ 1,022,327 

固定資産等の変動（内部変動） △ 3,043,210 3,043,210 

有形固定資産等の増加 3,621,973 △ 3,621,973 

有形固定資産等の減少 △ 8,392,869 8,392,869 

貸付金・基金等の増加 4,039,679 △ 4,039,679 

貸付金・基金等の減少 △ 2,311,992 2,311,992 

資産評価差額 2,792 2,792 

無償所管換等 604,565 604,565 

その他 310,046 0 310,046 

本年度純資産変動額 △ 104,923 △ 2,435,853 2,330,929 

本年度末純資産残高 130,649,721 211,005,156 △ 80,355,435 

科目 合計
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14 全体資金収支計算書
自　令和 3年 4月 1日

至　令和 4年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 46,958,892 

業務費用支出 14,943,129 

人件費支出 6,518,366 

物件費等支出 7,473,426 

支払利息支出 495,593 

その他の支出 455,744 

移転費用支出 32,015,763 

補助金等支出 10,875,227 

社会保障給付支出 21,119,980 

他会計への繰出支出 - 

その他の支出 20,555 

業務収入 50,269,864 

税収等収入 29,710,837 

国県等補助金収入 17,364,049 

使用料及び手数料収入 2,262,812 

その他の収入 932,166 

臨時支出 5,136 

災害復旧事業費支出 - 

その他の支出 5,136 

臨時収入 2,088,703 

業務活動収支 5,394,539 

【投資活動収支】

投資活動支出 6,018,361 

公共施設等整備費支出 2,959,554 

基金積立金支出 2,667,105 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 391,701 

その他の支出 - 

投資活動収入 2,001,303 

国県等補助金収入 743,423 

基金取崩収入 806,468 

貸付金元金回収収入 399,186 

資産売却収入 52,226 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 4,017,057 

【財務活動収支】

財務活動支出 5,123,022 

地方債等償還支出 5,123,022 

その他の支出 - 

財務活動収入 4,460,459 

地方債等発行収入 3,887,200 

その他の収入 573,259 

財務活動収支 △ 662,563 

本年度資金収支額 714,919 

前年度末資金残高 3,702,809 

本年度末資金残高 4,417,728 

前年度末歳計外現金残高 257,950 

本年度歳計外現金増減額 △ 257,950 

本年度末歳計外現金残高 0 

本年度末現金預金残高 4,417,728 

科目
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9

1
,3
8
3,
70
1

93
,
20
7,
2
12

3
7,
61
1
,6
79

1,
56
3
,4
52

55
,5
95
,
53
2

　
土

地
31
,8
02
,
89
4

4
3,
1
96

42
4
,1
7
2

31
,
42
1,
9
18

0
0

31
,4
21
,
91
8

　
立

木
竹

88
8,
21
4

0
0

88
8
,2
14

0
0

88
8,
21
4

　
建

物
58
,2
90
,
81
2

36
0
,9
11

21
7
,7
2
1

58
,
43
4,
0
02

3
7,
03
9
,6
16

1,
46
0
,5
00

21
,3
94
,
38
6

　
工

作
物

1,
94
7,
6
06

18
8,
54
4

21
0,
7
44

1,
9
25
,4
0
6

57
2
,0
63

1
02
,9
5
3

1,
35
3,
3
43

　
船

舶
0

0
0

0
0

0
0

　
浮

標
等

0
0

0
0

0
0

0

　
航

空
機

0
0

0
0

0
0

0

　
そ

の
他

0
0

0
0

0
0

0

　
建

設
仮

勘
定

31
9,
68
7

74
9,
0
48

53
1
,0
64

53
7
,6
71

0
0

53
7,
67
1

イ
ン

フ
ラ

資
産

26
1,
53
0
,3
41

3,
30
1,
5
32

1,
02
3
,2
29

26
3
,8
08
,
64
3

1
30
,3
5
7,
39
2

4
,8
95
,
27
7

13
3,
45
1
,2
51

　
土

地
35
,1
37
,
89
8

20
3
,6
16

10
6
,2
2
9

35
,
23
5,
2
85

0
0

35
,2
35
,
28
5

　
建

物
6,
61
4,
5
69

1
,5
1
4

0
6,
6
16
,0
8
3

1
,9
40
,
05
8

2
02
,5
3
5

4,
67
6,
0
25

　
工

作
物

21
8,
16
2
,9
87

2,
57
6,
1
67

73
,5
7
1

22
0
,6
65
,
58
3

1
28
,4
1
7,
33
4

4
,6
92
,
74
2

92
,
24
8,
2
49

　
そ

の
他

13
,9
63

0
0

13
,
96
3

0
0

13
,9
63

　
建

設
仮

勘
定

1,
60
0,
9
24

52
0,
23
5

84
3,
4
29

1,
2
77
,7
2
9

0
0

1,
27
7,
7
29

物
品

10
,8
19
,
47
5

52
6
,5
51

14
6
,7
1
5

11
,
19
9,
3
11

6,
72
0,
2
20

52
0,
24
8

4,
4
79
,0
9
1

合
計

36
5,
59
9
,0
29

5,
16
9,
7
82

2,
55
3
,6
45

36
8
,2
15
,
16
6

1
74
,6
8
9,
29
2

6
,9
78
,
97
7

19
3,
52
5
,8
74
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②
有

形
固

定
資

産
の

行
政

目
的

別
明

細
（

単
位

：
千

円
）

区
分

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興
消

防
総

務
合

計

事
業

用
資

産
9,
82
2,
2
13

1
7,
5
08
,8
0
8

2,
4
61
,3
0
3

2,
2
63
,3
8
6

1
,1
19
,
65
2

5
49
,3
6
9

2
1,
87
0
,8
02

5
5,
5
95
,5
3
2

　
土

地
7,
02
0,
1
36

5,
51
9
,5
30

1,
0
86
,9
5
2

10
3,
8
77

2,
06
9

21
,7
00

1
7,
66
7
,6
54

3
1,
42
1
,9
18

　
立

木
竹

0
0

0
0

0
0

8
88
,2
1
4

8
88
,2
1
4

　
建

物
2,
21
3,
3
87

1
1,
1
06
,9
2
4

1,
3
51
,4
6
1

2,
1
44
,6
7
4

1
,0
51
,
99
6

3
40
,2
7
8

3,
18
5,
6
66

2
1,
39
4
,3
8
6

　
工

作
物

15
4,
95
5

82
9,
2
10

2
2,
8
90

1
4,
8
35

16
,7
77

1
85
,
40
8

12
9,
26
9

1,
35
3
,3
43

　
船

舶
0

0
0

0
0

0
0

0

　
浮

標
等

0
0

0
0

0
0

0
0

　
航

空
機

0
0

0
0

0
0

0
0

　
そ

の
他

0
0

0
0

0
0

0
0

　
建

設
仮

勘
定

43
3,
73
5

5
3,
14
4

0
0

0
1
,9
82

48
,
81
1

53
7,
67
1

イ
ン

フ
ラ

資
産

13
1,
82
3
,8
53

5
76
,
61
9

1
,5
76

4
,2
4
5

7
1,
85
2

76
1
,1
41

2
11
,9
6
5

13
3,
45
1
,2
51

　
土

地
35
,0
46
,
09
5

0
0

0
2
,2
93

0
18
6,
89
6

35
,2
35
,
28
5

　
建

物
4,
55
6,
3
84

11
2,
85
1

1
,5
7
6

1
98

5,
01
6

0
0

4,
67
6,
0
25

　
工

作
物

90
,9
29
,
68
1

46
3
,7
68

0
4,
0
47

64
,5
4
3

76
1,
14
1

2
5,
06
8

92
,2
48
,
24
9

　
そ

の
他

13
,9
63

0
0

0
0

0
0

13
,9
63

　
建

設
仮

勘
定

1,
27
7,
7
29

0
0

0
0

0
0

1,
27
7,
7
29

物
品

3,
52
3,
6
08

64
7,
36
9

19
,
52
3

2
0,
53
2

9
7,
6
78

1
47
,5
2
0

22
,8
6
0

4,
47
9,
0
91

合
計

14
5,
16
9
,6
73

1
8,
73
2
,7
97

2,
48
2
,4
02

2,
28
8
,1
63

1,
2
89
,1
8
3

1
,4
58
,
03
0

22
,
10
5,
6
27

19
3,
52
5
,8
7
4
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③
投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
あ
る
も
の

（
単

位
：

千
円

）

銘
柄

名
株

数
・

口
数

な
ど

（
A
）

時
価

単
価

（
B
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A
）

×
（

B
）

（
C
）

取
得

単
価

（
D
）

取
得

原
価

（
A
）

×
（

D
）

（
E
）

評
価

差
額

（
C
）

－
（

E
）

（
F
）

(
参
考
)
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

（
株

）
群

馬
銀

行
74
,7
60

35
4.
00
0

26
,4
65

0.
0
5

3,
73
8

22
,7
2
7

26
,4
65

（
株

）
東

京
電

力
50
,3
22

40
3.
00
0

20
,2
80

0.
5
0

25
,
16
1

△
 
4
,
8
8
1

20
,2
80

合
計

12
5,
08
2

46
,7
45

28
,8
99

17
,8
46

46
,7
45

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の

（
単

位
：

千
円

）

相
手

先
名

出
資
金
額

(
貸
借
対
照
表
計
上
額
)

（
A
）

資
産

（
B
）

負
債

（
C
）

純
資

産
額

（
B
）

－
（

C
）

（
D
）

資
本

金
（

E
）

出
資

割
合

（
％

）
（

A
）

/
（

E
）

（
F
）

実
質

価
額

（
D
）

×
（

F
）

（
G
）

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
H
）

(
参
考
)
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

渋
川

市
土

地
開

発
公

社
5,
00
0

13
,2
32

0
13
,2
32

5,
0
00

10
0.
00

13
,2
32

0
5,
00
0

渋
川

地
区

広
域

市
町

村
圏

振
興

整
備

組
合

69
8,
76
4

6,
66
4,
70
2

3,
90
8,
49
1

2,
75
6,
21
1

1,
00
0,
00
0

69
.8
8

1,
92
5
,9
41

0
69
8,
76
4

（
公

財
）

渋
川

市
ま

ち
づ

く
り

財
団

20
0,
00
0

40
5,
11
7

13
1,
70
1

2
73
,4
16

20
0
,0
00

10
0.
00

27
3,
41
6

0
20
0,
00
0

子
持

産
業

振
興

（
株

）
6,
00
0

31
9,
87
2

44
,5
04

27
5,
36
8

12
,
00
0

50
.0
0

13
7,
6
84

0
6,
00
0

合
計

90
9,
76
4

13
,2
32

0
3,
31
8,
22
8

5,
00
0

2,
35
0
,2
74

0
90
9,
76
4

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単

位
：

千
円

）

銘
柄

名
出

資
金

額
（

A
）

資
産

（
B
）

負
債

（
C
）

純
資

産
額

（
B
）

－
（

C
）

（
D
）

資
本

金
（

E
）

出
資

割
合

（
％

）
（

A
）

/
（

E
）

（
F
）

実
質

価
額

（
D
）

×
（

F
）

（
G
）

強
制

評
価

減
（

H
)

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
A
）

－
（

H
）

（
I
）

(
参
考
)
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

渋
川

ガ
ス

（
株

）
29
,4
00

60
3,
42
4

13
5,
23
0

46
8,
19
4

80
,
00
0

36
.7
5
%

17
2,
06
1

0
29
,4
00

29
,
40
0

（
株

）
Ｆ

Ｍ
群

馬
55
0

2,
16
4,
73
5

23
5,
76
8

1,
92
8,
96
7

20
0,
00
0

0.
2
8%

5,
30
5

0
55
0

55
0

群
馬

テ
レ

ビ
（

株
）

1,
72
7

1,
65
5,
77
4

34
5,
83
0

1,
30
9,
94
4

96
8,
64
1

0.
18
%

2,
33
6

0
1,
72
7

1,
7
27

伊
香

保
ガ

ス
（

株
）

1,
00
0

23
9,
86
4

28
,2
10

21
1,
65
4

35
,
00
0

2.
86
%

6,
04
7

0
1,
00
0

1,
0
00

合
計

32
,6
77

4,
66
3
,7
97

74
5,
03
8

3,
91
8,
75
9

1
,2
83
,6
41

18
5,
74
9

0
32
,6
77

32
,
67
7
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市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

以
外

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

千
円

）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
A
）

資
産

（
B
）

負
債

（
C
）

純
資

産
額

（
B
）

－
（

C
）

（
D
）

資
本

金
（

E
）

出
資

割
合

（
％

）
（

A
）

/
（

E
）

（
F
）

実
質

価
額

（
D
）

×
（

F
）

（
G
）

強
制

評
価

減
（

H
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（

Ｉ
）

(
参
考
)
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

渋
川

広
域

森
林

組
合

3,
93
3

26
5,
65
3

76
,8
5
7

1
88
,7
97

3
,9
33

3,
93
3

群
馬

県
農

業
信

用
基

金
協

会
9,
87
0

16
0,
10
2,
24
6

15
3,
05
3,
72
0

7,
04
8,
52
6

9
,8
70

9,
87
0

群
馬

県
住

宅
供

給
公

社
50
0

8,
10
5,
84
8

4,
58
9,
99
1

3,
51
5,
85
6

5
00

50
0

（
公

財
）

群
馬

県
農

業
公

社
8,
90
0

75
7,
07
4

88
,0
5
9

6
69
,0
15

8
,9
00

8,
90
0

（
公

財
）

群
馬

県
青

果
物

生
産

出
荷

安
定

基
金

協
会

90
47
3
,9
80

4
49
,5
05

24
,4
75

9
0

90

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

8,
00
0

24
,8
34
,8
6
5,
00
0

24
,4
66
,7
6
1,
00
0

36
8,
10
4,
00
0

8
,0
00

8,
00
0

群
馬

県
森

林
組

合
連

合
会

1,
47
2

1,
16
6,
93
1

75
3,
46
7

4
13
,4
64

1
,4
72

1,
47
2

群
馬

県
信

用
保

証
協

会
39
,1
38

78
3
,4
06
,4
44

7
42
,6
50
,3
92

40
,7
56
,0
51

3
9,
13
8

39
,1
38

（
公

財
）

群
馬

県
ス

ポ
ー

ツ
協

会
4,
16
7

1,
28
3,
23
2

17
6,
66
5

1,
10
6,
56
7

4
,1
67

4,
16
7

（
公

社
）

群
馬

県
畜

産
協

会
1,
99
0

1,
88
4,
27
3

10
3,
21
3

1,
78
1,
06
0

1
,9
90

1,
99
0

（
一

財
）

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

30
0

2,
54
6,
09
1

59
8,
56
1

1,
94
7,
52
9

3
00

30
0

（
公

財
）

群
馬

県
蚕

糸
振

興
協

会
9,
81
2

1,
23
0,
64
9

14
,6
0
4

1,
21
6,
04
5

9
,8
12

9,
81
2

（
公

財
）

群
馬

県
防

犯
協

会
17
1

10
2,
24
6

1,
17
2

10
1,
07
4

1
71

17
1

（
公

財
）

群
馬

県
長

寿
社

会
づ

く
り

財
団

2,
98
9

34
9,
44
3

13
9,
21
4

2
10
,2
29

2
,9
89

2,
98
9

（
公

財
）

群
馬

県
消

防
協

会
9,
92
4

80
4,
05
7

4,
91
7

7
99
,1
41

9
,9
24

9,
92
4

（
公

財
）

群
馬

県
産

業
支

援
機

構
96
5

1,
32
8,
20
5

20
8,
33
7

1,
11
9,
86
8

9
65

96
5

（
公

財
）

群
馬

県
健

康
づ

く
り

財
団

93
8

4,
15
7,
41
4

1,
17
0,
24
3

2,
98
7,
17
1

9
38

93
8

（
公

財
）

群
馬

県
勤

労
福

祉
セ

ン
タ

ー
1,
60
0

28
4,
72
8

17
,8
9
9

2
66
,8
29

1
,6
00

1,
60
0

合
計

10
4,
75
9

2
5,
80
3,
11
3,
51
6

25
,3
7
0,
85
7,
8
17

43
2,
25
5,
69
9

1
04
,7
59

10
4,
75
9
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④
基
金
の
明
細

（
単

位
：

千
円

）

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
(
貸

借
対

照
表

計
上

額
)

(
参

考
)
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

渋
川

市
財

政
調

整
基

金
5,
76
5,
83
3

29
,9
82

0
0

5,
79
5,
8
15

5,
79
5,
81
5

渋
川

市
減

債
基

金
（

固
定

）
1,
12
2,
22
7

0
0

0
1,
12
2,
2
27

渋
川

市
減

債
基

金
（

流
動

）
0

0
0

0
0

渋
川

市
土

地
開

発
基

金
95
0,
23
6

0
23
3
,7
64

0
1,
18
4
,0
00

1,
18
4,
0
00

渋
川

市
福

祉
事

業
基

金
24
3,
69
8

0
0

0
24
3,
69
8

24
3,
69
8

渋
川

市
ふ

る
さ

と
創

生
基

金
23
1,
07
6

0
0

0
23
1,
07
6

23
1,
07
6

渋
川

市
国

際
交

流
基

金
1,
35
3

99
,
94
0

0
0

10
1,
2
93

10
1,
29
3

渋
川

市
芸

術
文

化
振

興
基

金
64
7

0
0

0
64
7

64
7

渋
川

市
立

金
島

小
学

校
石

川
基

金
8,
17
8

0
0

0
8,
17
8

8,
17
8

渋
川
市
立
伊
香
保
小
学
校
及
び
伊
香
保
中
学
校
石
段
文
庫
基
金

18
,7
35

0
0

0
18
,7
35

18
,7
35

渋
川

市
図

書
館

資
料

基
金

4,
95
0

0
0

0
4,
95
0

4,
95
0

渋
川

市
ス

ポ
ー

ツ
振

興
基

金
14
,3
36

0
0

0
14
,3
36

14
,3
36

渋
川

市
伊

香
保

温
泉

郷
土

芸
能

育
成

基
金

9,
50
8

0
0

0
9,
50
8

9,
50
8

渋
川

市
敷

島
温

泉
開

発
総

合
整

備
基

金
3,
43
5

0
0

0
3,
43
5

3,
43
5

渋
川

市
Ｄ

５
１

蒸
気

機
関

車
維

持
管

理
基

金
40
0

0
0

0
40
0

40
0

渋
川
市
小
野
上
地
区
農
業
用
水
等
渇
水
対
策
施
設
維
持
管
理
基
金

31
,6
28

56
9
,5
98

0
0

60
1
,2
2
6

6
01
,2
26

渋
川

市
地

域
振

興
基

金
2,
31
0,
55
9

49
9
,9
0
0

0
0

2,
81
0,
4
59

2,
81
0,
45
9

渋
川

市
庁

舎
建

設
基

金
70
2,
75
2

0
0

0
70
2,
75
2

70
2,
75
2

渋
川

市
こ

ど
も

夢
基

金
71
,5
16

0
0

0
71
,5
16

71
,5
16

渋
川

市
立

古
巻

中
学

校
山

口
基

金
3,
23
6

0
0

0
3,
23
6

3,
23
6

渋
川

市
ふ

る
さ

と
文

化
基

金
35
,3
45

0
0

0
35
,3
45

35
,3
45

渋
川

市
森

林
環

境
譲

与
税

基
金

38
,9
25

0
0

0
38
,9
25

38
,9
25

渋
川

市
学

校
教

育
施

設
整

備
基

金
1,
06
7

0
0

0
1,
06
7

1,
06
7

渋
川

市
図

書
館

堀
口

基
金

5,
00
0

0
0

0
5,
00
0

5,
00
0

渋
川

市
国

民
健

康
保

険
基

金
1,
51
6,
15
1

0
0

0
1,
51
6,
1
51

1,
51
6,
15
1

渋
川

市
介

護
給

付
費

準
備

基
金

41
2,
74
3

0
0

0
41
2,
74
3

41
2,
74
3

合
計

13
,5
03
,5
34

1,
19
9
,4
20

23
3,
76
4

0
14
,9
36
,
71
7

14
,9
36
,7
1
7

1,
12
2,
22
7
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単
位
：
千
円
）

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

教
育
関
係
貸
付
金

2
9
,
0
2
4

0
9
,
0
1
7

0
3
8
,
0
4
1

そ
の
他
貸
付
金

2
,
3
9
7

0
7
0
0

0
3
,
0
9
7

3
1
,
4
2
1

0
9
,
7
1
7

0
4
1
,
1
3
8

⑥
長

期
延

滞
債

権
の

明
細

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

【
貸
付
金
】

一
般
会
計

1
0
6
,
0
0
2

1
4
,
5
9
3

小
計

1
0
6
,
0
0
2

1
4
,
5
9
3

【
未
収
金
】

一
般
会
計

3
7
9
,
0
2
8

5
2
,
1
7
8

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（
事
業
勘
定
）

2
7
8
,
2
3
0

6
1
,
1
9
9

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

2
,
5
4
0

1
,
1
3
7

介
護
保
険
特
別
会
計

7
,
0
6
7

8
,
0
2
6

2
8

0

小
計

6
6
6
,
8
9
3

1
2
2
,
5
4
0

合
計

7
7
2
,
8
9
5

1
3
7
,
1
3
3

⑦
未

収
金

の
明

細
（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

【
貸
付
金
】

貸
付
金
元
金

5
9
0

1
8

小
計

5
9
0

1
8

【
未
収
金
】

一
般
会
計

1
,
3
9
1
,
9
3
7

3
,
4
2
2

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（
事
業
勘
定
）

1
1
1
,
8
0
2

0

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

3
,
1
7
4

0

介
護
保
険
特
別
会
計

2
0
,
4
9
0

0

水
道
事
業
会
計

9
7
,
0
9
1

1
,
5
8
2

下
水
道
事
業
等
会
計

3
8
8
,
9
3
7

2
,
1
0
8

小
計

2
,
0
1
3
,
4
3
1

7
,
1
1
3

合
計

2
,
0
1
4
,
0
2
1

7
,
1
3
1

（
参
考
）

貸
付
金
計

合
計

伊
香
保
温
泉
観
光
施
設
事
業
特
別
会
計

相
手
先
名
ま
た
は
種
別
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⑧
地

方
債

等
（

借
入

先
別

）
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

う
ち

1
年

内
償

還
予

定
う

ち
共

同
発

行
債

う
ち

住
民

公
募

債

34
,
51
1,
97
1

3,
21
9,
14
7

16
,2
0
7,
64
0

4,
61
3,
96
3

1,
8
01
,6
5
6

10
,7
5
0,
43
4

0
0

0
1,
13
8
,2
78

5,
2
00

1
,6
00

0
0

5,
20
0

0
0

0
0

0

19
3
,8
00

4,
8
14

0
33
,7
00

0
16
0,
1
00

0
0

0
0

44
,
78
4

2
8,
60
4

0
0

0
44
,7
8
4

0
0

0
0

2,
9
87
,2
03

41
9
,8
63

2,
19
3
,4
56

79
3,
7
47

0
0

0
0

0
0

20
,
61
8,
51
3

1,
55
6,
16
8

6
,7
58
,
08
9

8,
66
5,
00
4

18
5,
9
84

5
,0
09
,
43
6

0
0

0
0

合
計

58
,
36
1,
47
1

5,
23
0,
19
7

25
,1
5
9,
18
6

14
,
10
6,
41
3

1,
9
92
,8
4
0

15
,9
6
4,
75
4

0
0

0
1,
13
8
,2
78

⑨
地

方
債

等
（

利
率

別
）

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

1
.
5
％

以
下

1
.
5
％

超
2
.
0
％

以
下

2
.
0
％

超
2
.
5
％

以
下

2
.
5
％

超
3
.
0
％

以
下

3
.
0
％

超
3
.
5
％

以
下

3
.
5
％

超
4
.
0
％

以
下

4
.
0
％

超
（

参
考

）
加

重
平

均
利

率

46
,
70
4,
36
5

6,
43
2,
79
2

3
,3
46
,
78
8

8
09
,1
2
2

53
2,
6
91

18
1
,4
43

3
54
,2
6
8

0
.7
9%

⑩
地

方
債

等
（

返
済

期
間

別
）

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

１
年

以
内

１
年

超
２

年
以

内
２

年
超

３
年

以
内

３
年

超
４

年
以

内
４

年
超

５
年

以
内

５
年

超
1
0
年

以
内

1
0
年

超
1
5
年

以
内

1
5
年

超
2
0
年

以
内

2
0
年

超

5,
2
30
,1
97

5
,3
15
,1
19

5,
27
3
,7
34

5,
1
61
,6
49

4,
94
7,
5
43

18
,7
96
,0
96

8,
6
27
,5
39

3,
33
7,
8
72

1,
67
1
,7
22

市
場

公
募

債
そ

の
他

地
方

債
等

残
高

政
府

資
金

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

市
中

銀
行

そ
の

他
の

金
融

機
関

地
方

債
等

残
高

58
,
36
1,
47
1

地
方

債
等

残
高

58
,
36
1,
47
1

種
類

一
般

会
計

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（
診
療
施
設
勘
定
）

小
野

上
温

泉
事

業
特

別
会

計

伊
香
保
温
泉
観
光
施
設
事
業
特
別
会
計

水
道

事
業

会
計

下
水

道
事

業
等

会
計
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⑪
引
当
金
の
明
細

（
単

位
：

千
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

徴
収

不
能

引
当

金
（

固
定

資
産

）
14
5,
68
6

13
3,
8
95

14
2
,4
49

0
1
37
,1
3
3

徴
収

不
能

引
当

金
（

流
動

資
産

）
9,
74
4

28
4

2,
89
8

0
7
,1
31

退
職

手
当

引
当

金
5,
45
5,
4
16

46
5,
36
7

53
8,
55
8

0
5
,3
82
,
22
5

損
失

補
償

等
引

当
金

10
,5
71

0
10
,1
6
9

0
4
02

賞
与

等
引

当
金

45
6,
11
0

38
1,
6
74

43
1
,9
55

0
4
05
,8
3
0

合
計

6,
07
7,
5
28

98
1,
22
1

1,
1
26
,0
2
8

0
5
,9
32
,
72
0

本
年

度
減

少
額

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
末

残
高
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（
２

）
全

体
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

①
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

一
般
会
計

7
,
8
4
6

計
7
,
8
4
6

一
般
会
計

7
,
4
4
2
,
4
1
2

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（
事
業
勘
定
）

2
,
2
5
6
,
2
4
8

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
（
診
療
施
設
勘
定
）

3
,
9
1
6

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

1
,
0
6
3
,
6
4
2

介
護
保
険
特
別
会
計

3
9
,
2
0
7

伊
香
保
温
泉
観
光
施
設
事
業
特
別
会
計

1
1

水
道
事
業
会
計

2
0
,
3
7
7

下
水
道
事
業
等
会
計

4
1
,
5
6
8

計
1
0
,
8
6
7
,
3
8
2

合
計

1
0
,
8
7
5
,
2
2
7

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

そ
の
他
の
補
助
金
等
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（
３
）
全
体
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

①
財
源
の
明
細

（
単

位
：

千
円

）

会
計

区
分

金
額

市
税

10
,9
50
,
03
3

地
方

交
付

税
8,
88
6,
2
68

地
方

譲
与

税
49
1,
99
5

分
担

金
及

び
負

担
金

43
,9
91

他
会

計
か

ら
の

繰
入

金
12
7,
52
3

△
 
1
2
7
,
5
2
3

そ
の

他
2,
95
6,
3
54

23
,3
28
,
64
1

国
庫

支
出

金
35
6,
67
3

県
支

出
金

25
,6
01

計
38
2,
27
4

国
庫

支
出

金
7,
94
8,
6
60

県
支

出
金

2,
78
3,
1
16

計
10
,7
31
,
77
6

11
,1
14
,
05
0

34
,4
42
,
69
1

1,
81
1,
5
11

79
4,
35
7

1,
94
1,
4
19

他
会

計
か

ら
の

繰
入

金
3,
84
9,
3
18

他
会

計
か

ら
の

繰
入

金
の

相
殺

消
去

△
 
3
,
8
4
9
,
3
1
8

そ
の

他
1,
92
3,
0
22

6,
47
0,
3
09

国
庫

支
出

金
51
7,
94
8

県
支

出
金

1,
98
1

計
51
9,
92
9

国
庫

支
出

金
2,
19
2,
7
33

県
支

出
金

7,
67
5,
3
53

計
9,
86
8,
0
86

10
,3
88
,
01
4

16
,8
58
,
32
3

一
般

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

そ
の

他
の

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

合
計

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

国
民

健
康

保
険

税

後
期

高
齢

者
医

療
保

険
料

介
護

保
険

料

小
計

小
計

財
源

の
内

容

他
会

計
か

ら
の

繰
入

金
の

相
殺

消
去

小
計

小
計

合
計
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②
財
源
情
報
の
明
細

（
単

位
：

千
円

）

国
県

等
補

助
金

地
方

債
等

税
収

等
そ

の
他

純
行

政
コ

ス
ト

52
,2
17
,
48
1

20
,
59
9,
8
61

1,
72
9
,5
01

23
,6
75
,
63
9

6,
21
2
,4
80

有
形

固
定

資
産

等
の

増
加

3,
62
1,
9
73

90
2,
2
03

1
,9
2
0,
19
9

7
99
,
57
1

0

貸
付

金
・

基
金

等
の

増
加

4,
43
9,
1
28

0
23
7
,5
00

4,
20
1,
6
28

0

そ
の

他
60
3,
63
6

0
0

0
6
03
,
63
6

合
計

60
,8
82
,
21
7

21
,
50
2,
0
64

3,
88
7
,2
00

28
,6
76
,
83
7

6
,8
1
6,
11
6

（
４
）
全
体
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

①
資
金
の
明
細

（
単

位
：

千
円

）

種
類

本
年

度
末

残
高

一
般

会
計

2,
44
5,
9
55

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

（
事

業
勘

定
）

18
2,
09
9

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計
5,
26
1

介
護

保
険

特
別

会
計

31
9,
41
2

農
産

物
直

売
事

業
特

別
会

計
1,
00
1

伊
香

保
温

泉
観

光
施

設
事

業
特

別
会

計
22
,7
74

交
流
促
進
セ
ン
タ
ー
事
業
特
別
会
計

1,
18
8

水
道

事
業

会
計

91
9,
10
0

下
水

道
事

業
等

会
計

52
0,
93
7

合
計

4,
41
7,
7
28

内
訳

区
分

金
額
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16 全体財務書類に係る注記

（１）重要な会計方針

① 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

（ア）昭和59年度以前に取得したもの･････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

（イ）昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円と

しています。

イ 無形固定資産･････････････････････････････原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

なお、水道事業会計においては、原則取得原価としています。

② 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券 該当なし

イ 満期保有目的以外の有価証券

（ア）市場価格のあるもの･･････会計年度末における市場価格

（イ）市場価格のないもの･･････取得原価（又は償却原価法（定額法））

ウ 出資金

（ア）市場価格のあるもの･･････会計年度末における市場価格

（イ）市場価格のないもの･･････出資金額

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

ア 原材料、商品等･･････････個別法による低価法

イ 販売用土地･･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律

施行規則第４条第２項各号に掲げる方法

④ 有形固定資産等の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
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なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

・建物 10年～50年

・工作物 10年～50年

・物品 ３年～20年

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく

定額法によっています。）

ウ リース資産

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･自己保有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

⑤ 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

・未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。

・長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個

別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

イ 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対

し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金

額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上して

います。

ウ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額

を計上しています。

エ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上

しています。

⑥ リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引
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（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を

除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（イ）ア以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑦ 全体資金収支計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいま

す。

⑧ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、水道事業会計については、税抜方式によっています。

（２）重要な会計方針の変更等

① 会計方針の変更 該当なし

② 表示方法の変更 該当なし

③ 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当なし

（３）重要な後発事象

① 主要な業務の改廃 該当なし

② 組織・機構の大幅な変更 該当なし

③ 地方財政制度の大幅な改正 該当なし

④ 重大な災害等の発生 該当なし
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（４）偶発債務

① 保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体(会計)の金融機関等からの借入債務に対し保証を行っています。

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

団体（会計）名 確定債務額 総額
損失補償等引当金 貸借対照表

計上額 未計上額

渋川広域森林組合 － 千円 402千円 3,615千円 4,017千円

計 － 千円 402千円 3,615千円 4,017千円

② 係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

ア 前橋地裁令和２年（ワ）第４１８号

国家賠償請求事件 ８２７万３９３４円

イ 東京地裁令和４年（ワ）第４６７６号

著作権確認及び使用差止め等請求事件 １００万円

（５）追加情報

① 連結対象会計

会計名 区分 連結の方法

国民健康保険特別会計（事業勘定） 特別会計 全部連結

国民健康保険特別会計（診療施設勘定）

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

農産物直売事業特別会計

伊香保温泉観光施設事業特別会計

小野上温泉事業特別会計

交流促進センター事業特別会計

水道事業会計 地方公営企業会計

下水道事業等会計

地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

② 出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けられている会計におい
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ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計と

の間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終

了したものとして調整しています。

③ 表示単位未満の取扱い

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。

④ 売却可能資産の範囲及び内訳は次のとおりです。

ア 範囲 一般会計

イ 内訳 事業用資産 43,872千円（土地 43,872千円）

⑤ 過年度修正等に関する事項 該当なし
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17 連結貸借対照表
（令和 3年 3月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 207,135,443 固定負債 82,615,863 

有形固定資産 197,106,337 地方債等 54,283,277 
事業用資産 58,785,102 長期未払金 - 

土地 32,488,609 退職手当引当金 5,933,197 
立木竹 896,941 損失補償等引当金 402 
建物 68,142,681 その他 22,398,987 
建物減価償却累計額 △ 45,034,956 流動負債 6,941,878 
工作物 3,900,885 １年内償還予定地方債等 5,415,394 
工作物減価償却累計額 △ 2,167,388 未払金 1,022,895 
船舶 - 未払費用 6,298 
船舶減価償却累計額 - 前受金 17,182 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 472,816 
航空機 - 預り金 5,767 
航空機減価償却累計額 - その他 1,526 
その他 125 89,557,741 
その他減価償却累計額 △ 125 【純資産の部】
建設仮勘定 558,331 固定資産等形成分 215,181,014 

インフラ資産 133,534,969 余剰分（不足分） △ 82,271,678 
土地 35,319,003 他団体出資等分 - 
建物 6,616,083 
建物減価償却累計額 △ 1,940,058 
工作物 220,694,918 
工作物減価償却累計額 △ 128,446,669 
その他 13,963 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 1,277,729 

物品 12,309,902 
物品減価償却累計額 △ 7,523,636 

無形固定資産 772,108 
ソフトウェア 7,917 
その他 764,191 

投資その他の資産 9,256,998 
投資及び出資金 185,797 

有価証券 79,422 
出資金 104,769 
その他 1,606 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 773,502 
長期貸付金 31,421 
基金 8,398,725 

減債基金 1,122,227 
その他 7,276,497 

その他 5,018 
徴収不能引当金 △ 137,464 

流動資産 15,331,634 
現金預金 5,218,847 
未収金 2,056,373 
短期貸付金 9,717 
基金 8,035,854 

財政調整基金 8,035,854 
減債基金 - 

棚卸資産 14,086 
その他 3,899 
徴収不能引当金 △ 7,142 

繰延資産 - 132,909,336 

222,467,077 222,467,077 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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18 連結行政コスト計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 66,773,431 

業務費用 26,013,283 

人件費 7,507,683 

職員給与費 5,625,835 

賞与等引当金繰入額 462,252 

退職手当引当金繰入額 392,139 

その他 1,027,457 

物件費等 15,908,870 

物件費 7,571,066 

維持補修費 989,067 

減価償却費 7,297,639 

その他 51,099 

その他の業務費用 2,596,730 

支払利息 500,053 

徴収不能引当金繰入額 136,496 

その他 1,960,181 

移転費用 40,760,148 

補助金等 9,774,700 

社会保障給付 30,921,286 

他会計への繰出金 - 

その他 64,163 

経常収益 3,834,975 

使用料及び手数料 2,571,142 

その他 1,263,834 

純経常行政コスト 62,938,456 

臨時損失 506,370 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 501,234 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 5,136 

臨時利益 26,348 

資産売却益 4,813 

その他 21,535 

純行政コスト 63,418,478 

科目
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19 連結純資産変動計算書
自　令和 2年 4月 1日
至　令和 3年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 133,255,238 217,600,975 △ 84,345,738 0 

純行政コスト（△） △ 63,418,478 △ 63,418,478 0 

財源 62,211,674 62,211,674 0 

税収等 36,995,864 36,995,864 0 

国県等補助金 25,215,810 25,215,810 0 

本年度差額 △ 1,206,804 △ 1,206,804 0 

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,923,385 2,923,385 

有形固定資産等の増加 3,943,227 △ 3,943,227 

有形固定資産等の減少 △ 8,661,447 8,661,447 

貸付金・基金等の増加 4,248,376 △ 4,248,376 

貸付金・基金等の減少 △ 2,453,541 2,453,541 

資産評価差額 2,792 2,792 

無償所管換等 604,565 604,565 

他団体出資等分の増加 - - 

他団体出資等分の減少 - - 

比例連結割合変更に伴う差額 △ 56,501 △ 103,933 47,432 

その他 310,046 0 310,046 

本年度純資産変動額 △ 345,901 △ 2,419,961 2,074,060 0 

本年度末純資産残高 132,909,336 215,181,014 △ 82,271,678 0 

科目 合計
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20 連結資金収支計算書
自　令和 2年 4月 1日

至　令和 3年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 57,928,682 

業務費用支出 17,168,422 

人件費支出 7,638,316 

物件費等支出 8,188,663 

支払利息支出 499,922 

その他の支出 841,522 

移転費用支出 40,760,259 

補助金等支出 9,774,700 

社会保障給付支出 30,921,397 

他会計への繰出支出 - 

その他の支出 64,163 

業務収入 61,263,011 

税収等収入 36,100,202 

国県等補助金収入 21,549,902 

使用料及び手数料収入 2,383,374 

その他の収入 1,229,533 

臨時支出 5,136 

災害復旧事業費支出 - 

その他の支出 5,136 

臨時収入 2,091,886 

業務活動収支 5,421,079 

【投資活動収支】

投資活動支出 6,548,236 

公共施設等整備費支出 3,280,808 

基金積立金支出 2,875,727 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 391,701 

その他の支出 - 

投資活動収入 2,187,547 

国県等補助金収入 780,754 

基金取崩収入 947,673 

貸付金元金回収収入 399,186 

資産売却収入 53,044 

その他の収入 6,890 

投資活動収支 △ 4,360,688 

【財務活動収支】

財務活動支出 5,310,068 

地方債等償還支出 5,308,542 

その他の支出 1,526 

財務活動収入 4,722,044 

地方債等発行収入 4,148,785 

その他の収入 573,259 

財務活動収支 △ 588,024 

本年度資金収支額 472,367 

前年度末資金残高 4,749,737 

比例連結割合変更に伴う差額 △ 6,969 

本年度末資金残高 5,215,135 

前年度末歳計外現金残高 262,422 

本年度歳計外現金増減額 △ 258,709 

本年度末歳計外現金残高 3,713 

本年度末現金預金残高 5,218,847 

科目
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22 連結財務書類に係る注記

（１）重要な会計方針

① 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産･････････････････････････････取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

（ア）昭和59年度以前に取得したもの･････････再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

（イ）昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円と

しています。

イ 無形固定資産･････････････････････････････原則として取得原価

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

なお、水道事業会計及び下水道事業等会計においては、原則取得原価とし

ています。

② 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券 該当なし

イ 満期保有目的以外の有価証券

（ア）市場価格のあるもの･･････会計年度末における市場価格

（イ）市場価格のないもの･･････取得原価（又は償却原価法（定額法））

ウ 出資金

（ア）市場価格のあるもの･･････会計年度末における市場価格

（イ）市場価格のないもの･･････出資金額

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

ア 原材料、商品等･･････････個別法による低価法

イ 販売用土地･･････････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律

施行規則第４条第２項各号に掲げる方法

④ 有形固定資産等の減価償却の方法
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ア 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

・建物 10年～50年

・工作物 10年～50年

・物品 ３年～20年

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく

定額法によっています。）

ウ リース資産

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･自己保有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（イ）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

･･･リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

⑤ 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

・未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込

額を計上しています。

・長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により（又は個

別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

イ 退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対

し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金

額の運用益のうち本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上して

います。

ウ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額

を計上しています。

エ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当、勤勉手当等及びそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上

しています。
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⑥ リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引

（ア）所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリ

ース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を

除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（イ）（ア）以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

⑦ 連結資金収支計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金

なお、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいま

す。

⑧ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

ただし、水道事業会計及び下水道事業等会計については、税抜方式によって

います。

（２）重要な会計方針の変更等

① 会計方針の変更 該当なし

② 表示方法の変更 該当なし

③ 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更 該当なし

（３）重要な後発事象

① 主要な業務の改廃 該当なし

② 組織・機構の大幅な変更 該当なし
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③ 地方財政制度の大幅な改正 該当なし

④ 重大な災害等の発生 該当なし

（４）偶発債務

① 保証債務及び損失補償債務負担の状況

他の団体(会計)の金融機関等からの借入債務に対し保証を行っています。

履行すべき額が確定していない
損失補償債務等

団体（会計）名 確定債務額 総額
損失補償等引当金 貸借対照表

計上額 未計上額

渋川広域森林組合 － 千円 402千円 3,615千円 4,017千円

計 － 千円 402千円 3,615千円 4,017千円

② 係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

ア 前橋地裁令和２年（ワ）第４１８号

国家賠償請求事件 ８２７万３９３４円

イ 東京地裁令和４年（ワ）第４６７６号

著作権確認及び使用差止め等請求事件 １００万円

（５）追加情報

① 連結対象会計

団体（会計）名 区分 連結 比例連
の方法 結割合

国民健康保険特別会計（事業勘定） 特別会計 全部連結 ―

国民健康保険特別会計（診療施設勘定）

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

農産物直売事業特別会計

伊香保温泉観光施設事業特別会計

小野上温泉事業特別会計

交流促進センター事業特別会計

水道事業会計 地方公営

下水道事業等会計 企業会計
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団体（会計）名 区分 連結 比例連
の方法 結割合

渋川地区広域市町村圏振興整備組合 一部事務 比例連結 66.224%

烏帽子山植林組合 組合 6.400%

群馬県市町村総合事務組合（退職手当支 みなし ―
給事務） 連結
群馬県市町村総合事務組合（消防団員等 比例連結 5.160%
公務災害補償等支給事務）
群馬県市町村総合事務組合（消防賞じゅ 6.370%
つ金支給事務）
群馬県市町村総合事務組合（災害弔慰金 16.610%
支給等事務）
群馬県市町村総合事務組合（非常勤職員 13.380%
公務災害補償事務）
群馬県市町村総合事務組合（学校医等公 4.000%
務災害補償事務）

群馬県市町村総合事務組合（公平委員会） 13.900%

群馬県市町村会館管理組合 2.860%

群馬県後期高齢者医療広域連合 広域連合 4.170%

渋川市土地開発公社 第三セク 全部連結 ―

公益財団法人渋川市まちづくり財団 ター等

子持産業振興株式会社

連結の方法は次のとおりです。

ア 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

イ 出資割合が25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場

合は、比例連結の対象としていない場合があります。

② 出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき、出納整理期間を設けられている会計におい

ては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計

年度末の計数としています。

なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計と

の間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終

了したものとして調整しています。

③ 表示単位未満の取扱い
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千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があ

ります。

④ 売却可能資産の範囲及び内訳は次のとおりです。

ア 範囲 一般会計

イ 内訳 事業用資産 43,872千円（土地 43,872千円）

⑤ 過年度修正等に関する事項 該当なし
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